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おわりに
はじめに
本稿は、我が国における犯罪被害者に対するワンストップ支援の対象となる被害者の拡大について、現時点におけ
る筆者の見解をまとめたものである。
後述のとおり、我が国における犯罪被害者に対するワンストップ支援については、二〇一一
（平成二三）
年三月
六四六
二五日に閣議決定された「第
2次犯罪被害者等基本計画」
（以下「第
2次基本計画」とする）
に基づき、性犯罪被害者の
みがその対象とされている。
しかしながら、筆者の私見では、ワンストップ支援センターとは、従来その必要性が主張されてきた多機関連携に
よる犯罪被害者支援を可能な限り一か所で提供するために集約させたものであり、いわば多機関連携の集約形態であると考える。したがって、ワンストップ支援の対象を性犯罪被害者に限定する必然性はなく、それ以外の被害者にも拡大していくべきであり、このことが被害者志向的な支援となると考えている。
なお本稿は、科研費の助成
（課題番号：二六三八〇〇九六）
に基づく今後の研究の足掛かりとして、犯罪被害者に対
するワンストップ支援の拡大に関する筆者自身の基本的な見解を纏め ものである
）（
（
。
Ⅰ
　
ワンストップ支援とは
一
　
ワンストップ支援の概念
犯罪被害者に対するワンストップ支援について、我が国においては立法上の定義は存在しない。犯罪被害者等基本
法の第一〇条においては「相談及び情報の提供等」 、第一四条においては「保健医療サービス及び福祉サービスの提供」についてそれぞれ規定しているが、これらは犯罪被害者に対する支援に関する規定ではあるものの、ワンストップ支援に対する直接的な根拠となりえ ものではない。
ワンストップ支援の概念については、 「第
2次基本計画」における「Ｖ
 重点課題に係る具体的施策」の「第
2　
精
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神的・身体的被害の回復・防止への取組」の第一項一六号ならびに「第
4　
支援等のための体制整備への取組」の第
一項七号の規定が参考になるように思われる。そこでは「ワンストップ支援センターの設置促進」として、 「性犯罪被害者のため ワンストップ支援センター
（医師による心身の治療、医療従事者・民間支援員・弁護士・臨床心理士等による
支援、警察官による事情聴取等の実施が可能なセンター。以下本項において『ワンストップ支 』という。 ）
 の設置を促
進するため、以下の政策を推進する。 」と
し
）2
（
、具体的な施策として、ア
 「ワンストップ支援センターの開設・運営の
手引
（仮称）
」の作成・配布、イ
 性犯罪被害者対応拠点モデル事業の検証及び結果の提供、ウ
 ワンストップ支援セン
ターの啓発、協力が可能な医療機関の情報収集及び提供、エ
 医療機能情報提供制度における登録内容への、ワンス
トップ支援センターの施設内へ 設置の有無の追加 挙げられている。
このように第
2次基本計画におけるワンストップ支援とは、性犯罪被害者に対して、ワンストップ支援センターに
おいて提供される支援を意味しているといえよう。すなわち、性犯罪被害者に対して、 「医師による心身の治療、医療従事者・民間支援員・弁護士・臨床心理士等に る支援、警察官による事情聴取等」を行うことであ と考えられよう。第
2次基本計画におけるワンストップ支援では、性犯罪被害者のみを対象としたものであり、他の犯罪被害者
に対する支援を前提とはしていないものである。そして、第２次基本計画において想定されているワンストップ支援センターとは、性犯罪被害者に対応するための拠点として機能す 施設であるといえよう。
次に内閣府犯罪被害者等施策推進室『性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センター開設・運営の手
引：地域における性犯罪・性暴力被害者支援の一層 充実のために』
（以下『手引』とする）
においては、 「ワンストッ
プ支援センターは、性犯罪・ 暴力 、被害直後からの総合的な支援
（産婦人科医療、相談・カウンセリング等の
六四八
心理的支援、捜査関連の支援、法的支援等）
を可能な限り一か所で提供することにより
（以下略）
」と説明されてお
り
）（
（
、さ
らに「被害直後からの上記各種支援の全てを物理的に一か所で提供することは、各種支援を行う各機関がそれぞれの専門分野における支援を充実させ、かつ効率的に行うことと必ずしも両立するとは限らない。したがって、 『総合的な支援を可能な限り一か所で提供する』とは、被害者を当該支援を行っている関係機関・団体等に確実につなぐことを含むものである」とも説明されている
）4
（
。
すなわち『手引』におけるワンストップ支援とは、性犯罪被害者
に
）（
（
、被害直後からの総合的な支援、すなわち産婦
人科医療、相談・カウンセリング等の心理的支援、捜査関連の支
援
）（
（
、法的支援
等
）（
（
を、可能な限り一か所で提供するこ
とを意味するものであるといえる。ここで注目すべきは、ワンストップ支援を「可能な限り一か所で提供すること」と理解している点であろう。
性犯罪被害者に限らず、すべての犯罪被害者にとって、彼等が必要とする支援が一か所で提供されることは、支援
提供が行われる場への連絡や移動に係る被害者の負担を軽減 ることや 被害者に対して迅速な支援を提供するこを可能にするものであり、被害者志向的な施策であるということがで よう。したがって、性犯罪者に限らず、 べての犯罪被害者に って、彼等が必要とする支援が一か所で提供されること 極めて理想的な犯罪被害者支援の形態であるといえる。しかしながらその一方 、犯罪被害者 対して必要な支援の べてを一か所で提供する場合は、後述の通り、困難 伴う場合も考えられよう。第２次基本計画及び『手引』におい 想定されているワンストップ支援の内容を見た場合、これに係 個人・機関として、産婦人科医等の医師及び医療従事者 民間支援員 弁護士、臨床心理士 警察が挙げられ が、これらの個人・機関すべてを一か所 集中させることは相当困難であるように思
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われる。 『手引』においても、ワンストップ支援センターの形態として、①病院拠点型、②相談センター拠点型、③相談センターを中心とした連携型の三形態を挙げていること
は
）（
（
、必ずしもいずれかの場所においてすべての支援を提
供することが現実的ではないことの裏付けでもあるように思われる。したがっ 前述のように、ワンストップ支援を「総合的な支援を可能な限り一か所で提供する」ものと理解し、 「被害者を当該支援を行っている関係機関・団体等に確実につなぐことを含」めてワンストップ支援を考えることが、適当であ ように思われる。
我が国におけるワンストップ支援センターの例として紹介されている大阪府松原市の「性暴力救援センター・大阪」
（通称「
SA
C
H
IC
O
」 。以下「
SA
C
H
IC
O
」とする）
ならびに愛知県一宮市における「ハートフルステーション・あいち」は
いずれも、医療機関内に設置されているものであ
る
）（
（
。
 これらの施設はいずれも、第
2次基本計画が閣議決定される
以前の二〇一〇年に開設された施設であるが、いずれの施設も性犯罪被害者支援に係るすべての個人・機関を一か所に集約させたものではな
い
）（（
（
。二〇一二年には、新たに東京に「性暴力救援センター・東京」
（ＳＡＲＣ東京）
ならびに
佐賀 「性暴力救援センター・さが」
（さが
m
irai ）
が、いずれも医療機関内に設置された
が
）（（
（
、いずれの施設も相談や
産婦人科医療が中心であり 警察や精神科医、弁護士等とは連携関係 あるように思われる。また相談センターを中心とした拠点型のワンストップ支援の例として、かなが 犯罪被害者サポートステーショ に常駐の三者
（神奈川県・
神奈川県警察・神奈川被害者支援センター）
と県産婦人科医会が、二〇一二年二月一日に、性犯罪被害者を連携して支援
するための協定を締結したことが挙げられるが
）（（
（
、こちらは産婦人科医等の医療従事者が常駐するものではない。
これらの例にも見られるように、ワンストップ支援を「可能な限り一か所で提供する」と理解するほうが、現実的
であるように思われる。
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二
　
ワンストップ支援の目的・機能・支援内容等
次にワンストップ支援
（及びワンストップ支援センター）
の目的・機能・支援内容等について、 『手引』を中心に概観
することとする。
ワンストップ支援の目的について『手引』では、 「被害者の心身の負担を軽減し、その健康の回復を図るとともに、
警察への届出の促進・被害の潜在化防止を目的とするものである」と説明す
る
）（（
（
。すなわちワンストップ支援センター
の目的としては、①被害者の心身の負担軽減、②被害者の健康の回復、③警察への届出の促進・被害の潜在化防止の三点が挙げられよう。
これらのうち、①及び②については、性犯罪被害者に特化したものではなく、他の犯罪被害者に対する支援におい
ても、その目的として理解されるものであるといえよう。全国被害者支援ネットワーク編集『犯罪被害者支援必携』（以下『必携』とする）
においても、 「犯罪の被害に遭うことで、被害者はしばしば、予期せぬ様々な困難に直面する。
救急の入院や病院での付き添い、介護、葬儀、生活費の工面、マスコミや、警察や、裁判への対応、転居、転職等、普段であってもそれぞれに対応の難しい課題が次々と押し寄せてくる 犯罪 は、犯罪被害者が体験するこのような個人 対応能力を超える課題への対処を授け 被害の及ぼす影響を最小限にとどめ その克服を促すために必要である」と説明されてい
る
）（（
（
。被害者の心身の負担軽減や、被害者の健康の回復についても、 「犯罪被害者が体験
するこのような個人の対応能力を超える課題への対処を授け、被害 及ぼす影響を最小限に どめ、そ 克服を促す」ことに含まれると解釈しても、特段の不都合はないように思われる。
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他方③については、性犯罪が暗数となりやすい罪種であると指摘されている点とも関連す
る
）（（
（
。法務総合研究所が
二〇一二年に実施した暗数調査においても、過去五年間に性的事件に遭った被害者のうち、捜査機関に届け出た割合は一八・五パーセントとなっており、我が国においても性犯罪は暗数になりやすいことが垣間見られ
る
）（（
（
。いまさらい
うまでもなく、犯罪及びその被害に対して適切な対応を行うため 、その前提として犯罪及びその被害の実態を出来る限り正確に把握することが必要となる。しかし がら暗数が多ければ 犯罪及びその の実態について正確把握す ことが困難になることが考えられ、そのような意味においては、警察への届出の促進・被害 潜在化防止が、結果的により適切な被害者支援にもつながる いえよう。もっとも、警察への届出の促進・被害 潜在化防止が 結果的により適切な被害者支援 つながることは、暗数の多寡とは直接的には関係がなく したがって性犯罪及びその被害者に限定されるものではない。
ワンストップ支援センターに求められる核となる機能について『手引』では、①支援のコーディネート・相談、②
産婦人科医療
（救急医療・継続的な医療・証拠採取等）
を挙げてい
る
）（（
（
。 『手引』ではまた、これら以外の支援については、
当該支援を提供する関係機関・団体等に確実につないで、被害者がこれらの支援を受けられるようにすることで足りると説明している。 なわちワンストップ支援センターにおいては、①及び②以外の機能について 、 「可能な限り一か所で提供する」ことが、努力目標として掲げられるということになろう。
したがって、前述のとおり、ワンストップ支援センターとは、従来その必要性が主張されてきた多機関連携による
被害者支援を可能な限り一か所で提供するために集約させたものであり、 わば多機関連携 集約形態であると えよう。被害者支援の多機関連携については、 『必携』においても、 「被害者は、情報的 経済的、専門的
（法律、心理、
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医療、福祉等）
、日常的な支援など様々な支援を必要とすることになるのである。しかし、このように広範囲な支援
サービスは、一つの機関や専門家によってカバーできるものではない。
（中略）
多くの機関・専門家との協力・連携が
なければ、被害者を支援することはかなわない。
（中略）
コーディネーターは、被害者の支援ニーズを明らかにして、
ニーズを満たすための関係機関や専門家、社会資源に被害者をつなげ、素早く有効な協力・連携を可能にするものである」と説明されてい
る
）（（
（
。すなわちワンストップ支援センターとは、 『必携』でいうところの広範囲な支援サービス
を、可能な限り一か所で提供するための施設であり、ワンストップ支援センターにお て提供できない支援については、被害者の ることになろう。このような意味においては ワンストップ支援センターは、より被害者の利便に配慮した多機関連携の形態であるといえよう。
ワンストップ支援における主な支援対象について『手引』では、強姦・強制わいせつ
（未遂・致傷を含む）
と
し
）（（
（
、ま
た産婦人科医療を核とな 機能としていることに照らし、 に遭ってから概ね一〜二週程度 、急性期の被害者が主な支援対象者であると説明してい
る
）（（
（
。また主な支援内容について『手引』では、①相談
（被害者からの相談を受け付
け、その後の相談・支援のコーディネーターにつなげられるよう 被害者 心身の状態に配慮しつつ、必要な情報を得ること等）
、
②医師・看護師等に確実につなぐこと
（相談によって把握した被害者のニーズに基づき、産婦人科医療《医師・看護師等》に
被害者を確実につ ぐこと）
、③産婦人科医療
（診察、緊急避妊及び妊娠時の対応、性感染検査・治療薬、証拠の採取等）
、④警
察等関係機関・団体へ確実 つなぐこと る。
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Ⅱ
　
ワンストップ支援の対象拡大可能性
次に性犯罪以外の被害者に対して、ワンストップ支援の支援対象とする可能性について考えたいと思う。第
2次基本計画は、二〇〇九
（平成二一）
年九月から一一月までの間にかけて、犯罪被害者団体・犯罪被害者支援
団体の要望を直接聴取することを目的とした全国七か所での要望聴取会において出された要望に基づき、基本計画策定・推進専門委員等会議での議論やパブリックコメント
（国民からの意見募集）
を経て閣議決定されたものであ
る
）（（
（
。こ
の要望聴聞会には合計三二団体が参加し、三団体から要望書の提出を受け、要望の総数は約二八〇にのぼったが その要望の一つに「性犯罪被害者のためのワンストップ支援セ ターの整備」があっ
た
）（（
（
。このように、第
2次基本計画
におけるワンストップ支援については、最初から性犯罪被害者に限定した形で議論が進められてきたものである。
しかしながら、前述のとおり、ワンストップ支援を被害者支援における多機関連携の集約形態と考え のであれば、
ワンストップ支援は必ずしも性犯罪者のみが必要とする支援とはいえないであろう。以下においてその根拠を述べることとする。
第一に、我が国における多機関連携の例として、犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等 支援に関する
法律第二三条に基づく、 「犯罪被害者等早期援助団体」へ 指定があるが、これに基づく支援は性犯罪被害者に限定されていない。このように 犯罪被害者支援に係る多機関連携について、特定の犯罪被害者に特化したものでな ことは、前述した『必携』においても同様である
）（（
（
。
六五四
また犯罪被害者等早期援助団体指定の目的を、同条一項にいう「犯罪被害等を早期に軽減する」ことに求めるので
あれば、警察と被害者支援民間団体によるワンストップ支援の確立こそが、より早期の支援を提供でき、被害軽減につながるように思われる。
第二に、犯罪被害者支援に関する調査研究分析評価会議が二〇一〇年 発表した『犯罪被害者支援に関 調査分
析結果報告書』では によ 一四の被害者支援施策の中に「精神科医や心理カウンセラーとの連携」や「民間被害者支援団体との連携」の項目があ が、これらについて調査票への回答時である「現在まで知らなかった と回答した犯罪被害者
（被害者の家族・遺族を含む）
が「精神科医や心理カウンセラーとの連携」四五・六パーセント、 「民間
被害者支援団体との連携」が四八・九パーセントと、それぞれ一四の項目の中で四番目と三番目に高い数字 な てい
た
）（（
（
。これらの施策について、警察と支援者・支援団体とがワンストップ支援を提供した場合であれば、これらの数
字に変化が生じ 可能性も否定しえないであろう。
第三に、 『平成二四年版犯罪被害者白書』において、ワンストップ支援センターの設置促進に必要な調査・検討と
して、内閣府が二〇一一
（平成二三）
年一〇月から一二月に実施した性犯罪被害者一一名に対する聞取り調査におけ
る回答の一部が紹介されているが、ここで紹介されている回答においても、必ずしも性犯罪被害者に特化した問題とはいえないものも散見される
）（（
（
。
第四に、第
2次基本計画におけるワンストップ支援センターの設置促進は、犯罪被害者等基本法第一一条及び一四
条関係と位置づけられているが、前述のとおり いずれの条文も、犯罪被害者 対する の根拠条文にはなりえるものの、性犯罪被害者に特化した支援を前提 したものではない。したがって、これらの条文は、性犯罪者 特化し
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たワンストップ支援の根拠条文とはなりえないものと考える。
このように考えた場合、ワンストップ支援は、必ずしも性犯罪被害者に対してのみ必要なものではなく、出来る限
り他の犯罪被害者に対しても提供していくことが、これまで以上に迅速かつ総合的な被害者支援につながるものと考え、我が国における被害者支援をさらに発展させるものであると思われ
しかしながら一方で、我が国においては、性犯罪被害者に対するワンストップ支援が始動したばかりであり、現在
のワンストップ支援を、早急にすべての犯罪被害者に拡大する方向で考えることは、困難であるように思われる。被害者が抱えるニーズや問題は、同じ罪種の被害者によっても異な こともあり、すべての罪種の被害者のニーズや問題に対して、ワンストップ支援で対応するには、時間がかかるように思われる。
したがって当面は、ワンストップ支援を、生命・身体犯の被害者
（遺族を含む。以下同じ）
にまで拡大する方向で考
えていくべきであると考える。生命・身体犯の被害者を他の被害者に先行して対象 すべきであると考える理由としては、①刑法上、他の法益と比較した場合、より強く保護されていること、②犯罪被害者等給付金の対象とな 場合が多く、これに関する情報の提供及び申請に係る支援等、より総合的な支援が必要 考えられること ③性犯罪被害者と同様、医療機関、警察、相談者の三者の関与が必要と考えられること等 ある。
Ⅲ
　
海外におけるワンストップ支援の状況
本章においては、筆者がこれまで視察した海外における犯罪被害者支援団体で、我が国における犯罪被害者に対す
六五六
るワンストップ支援の発展について考察する上で、参考になると思われるものを紹介したいと思う。
一
　
ニュージーランド
最初にニュージーランドについてであるが、ニュージーランドにおいては、民間の被害者支援グループ
（
V
ictim
 
Support G
roups ） （以下「ＶＳ」とする）
が各地に存在する
）（（
（
。
一九八六年にギズボ ン
（ニュージーランド北島東部の地域）
にニュージーランド初のＶＳが設置され、これを皮切
りにニュージーランド各地にＶＳが設置された。ニュージーランドにおいては、一九七〇年代後半から八〇年代前半にかけて、暴力を受けた女性のための避難所
（
W
om
en
’s R
efuge ）
の創設、レイプ・クライシス・センターの創設など、
被害者に対する支援が活発化し始め 時期であった。ＶＳの創設も、このような動向の中で生じたものであるといえよう。
一九九〇年には、一九八七年犯罪被害者法
（
V
ictim
s of O
ffences A
ct （（（（ ）
を根拠として設置された「被害者問題特
別委員会」
（
V
ictim
s T
ask F
orce ）
によるＶＳに対する評価が実施され、結論として、①警察の協力及び関与がＶＳの
活動を成功させるために不可欠であること、②ＶＳは被害者に対する初期介入
（
prim
ary intervention ）
については、
二四時間体制で提供すべきであること、③暴力を受けた女性のための避難所やレイプ・クライシス・センター等のあらゆる被害者支援機関との間におけ 照会及び調整についての明確なガイドラインが必要であること、④ボランティアの入念な選抜及び訓練が必要であること、⑤ＶＳが専門的なサービスを提供しようとするの れば、一定額の資金が必要であ こと、⑥ＶＳについての調整役となる全国的組織が早急に必要であ こと等 報告された。
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また同年には「被害者問題特別委員会」の報告を受けて、それぞれ独立したニュージーランド国内のＶＳを取り
まとめることを目的として、ニュージーランド被害者支援団体協議会
（
N
ew
 Z
ealand C
ouncil of V
ictim
 Support G
roups ）
（以下「ＶＳ協議会」とする）
が設立され、翌九一年には同協議会の第一回の年次総会
（
A
nnual G
eneral M
eeting ）
が開催
された。
 一九九三年にはＶＳ協議会のナショナル・オフィスが設立され、一九九五年には最初の常勤の代表
（
C
hief 
E
xecutive ）
が任命されるなど、その活動は年を重ねる毎に活発化していった。さらに一九九七年には、ＶＳ協議会と
ニュージーランド警察との間で、 「ニュージーランド警察とニュージーランド被害者支援グループ協議会との間の合意についての覚え書」
（
M
em
orandum
 of U
nderstanding betw
een H
er M
ajesty the Q
ueen in R
ight of N
ew
 Z
ealand A
cting by 
and through C
om
m
issioner of P
olice the N
ew
 Z
ealand C
ouncil of V
ictim
 Support G
roups ）
が交わされた。
 
この覚え書では、警察側の役割として、①警察署内に各地区のＶＳの事務所を提供すること、②警察の通信設備、
コンピューター、その他 事務機器、並びにその他の施設の利用をＶＳに対して認めること、③ＶＳの訓練の一環として、警察のパトロール活動にＶＳスタッフの同行を認めること、④ＶＳ側 警察車両の利用を認めること、⑤ＶＳに対する情報提供等について規定されている。またＶＳ側の役割として、①各地区におけるＶＳが二四時間のサービスを提供 こと、②危機介入のための警察からの緊急呼び出しについて ＶＳのスタッフが四五分以内に対応すること、③被害者に対して、適切な危機介入、他機関紹介及 継続的な援助を提供すること等 ついて盛り込まれている。
現在、ニュージーランド国内には、七〇以上のＶＳが設置され、その多くが警察署の敷 内に事務所が設置されて
いるが、この がニュージーランドにおける被害者支援活動の大きな特徴であるといえよう。すなわち、警察署の
六五八
敷地内にＶＳの事務所が設置されていることで、警察署に被害届等を提出に来た被害者が、その場でＶＳスタッフによるカウンセリングを受けることが可能となるものである。これも被害者に対するワンストップ支援であり、いわば「警察署拠点型」のワンストップ支援センターとしての役割を果たすことができるものと考えられよう
）（（
（
。
このようなニュージーランドにおける警察署拠点型のワンストップ支援であれば、特定の被害者に限定することな
く、警察署を訪れたすべての被害者に対してＶＳによる支援を提供す ことが可能であるといえよう。他方で、このようなワンストップ支援サービスの場合、医療支援を必要 す 被害者に対して医療機関との連携等が必要となることは、言を俟たない。
ＶＳにおいては、そ サービスとして、カウンセリング及びその他のサービ への照会、他機関との協働でのアド
ボカシーを挙げており
）（（
（
、他の機関との連携を前提とした被害者支援を提供している。
二
　
大韓民国
ここでは、筆者が二〇一三年八月一四日に訪問した
大テジョン
田
女性・学校暴力被害者ワンストップ支援センター
（
대
전
 
여
성
・
학
교
폭
력
 
피
해
자
  O
N
E
-ST
O
P
 
지
원
센
터） （以下「大田センター」とする）
における支援を中心として、大韓民国
（以下
「韓国」とする）
における犯罪被害者に対するワンストップ支援について論じていくこととする
）（（
（
。
大田センターは、二〇〇六年に
忠チュンナム
南
大学
（
충
남
 
대
학
교）
の大学病院内に設立されたものであるが、この二〇〇六年
とは、 韓国国内に一一か所のワンストップ支援センターが設立さ 年でもある
）（（
（
。大田センターが設立された当初は、
性暴力被害に加え、家庭内暴力被害、学校
（校内）
暴力被害、性売買被害を対象とした支援を行っていた
が
）（（
（
、現在同
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センターでは性暴力被害を中心とした支援を行っており、他の被害については他の機関で専門的な支援を実施している
）（（
（
。なお大田センターの運営にかかる費用については、七〇パーセントを国が支出し、三〇パーセントを大田市が支
出している。
大田センターの組織としては、大学病院の院長がセンター長となり、その下に副センター長と運営委員会が存在す
る。そしてその下に、医療支援チーム
（
의
료
지
원
 
팀）、法律相談支援チーム
（
상
당
법
률
지
원
 
팀） （心理支援を含む）
、行政
支援チーム
（
행
장
지
원
 
팀）、捜査支援チーム
（
수
사
지
원
 
팀）
が存在する
）（（
（
。
医療支援チームは精神科医、産婦人科医、外科医等から成り、被害者の精神状態についての診察や、体液の採取、
怪我の治療等の医療行為を実施す
る
）（（
（
。医療支援については、応急的なものだけでなく、一か月後、三か月後、六か月
後、一二か月後といったような被害発生後の経過状況に応じた支援も対象となっており、継続的な医療支援を提供している
）（（
（
。
心理支援を含む法律相談支援チームは、初歩的な相談業務に従事する他、専門的な法律問題について被害者に対す
る国選弁護人とのつなぎ役の役割を果たしてい
る
）（（
（
。また当該センターでは、臨床心理士も雇っており、臨床心理士に
よる被害者支援も提供している
）（（
（
。
行政支援チームは、センター内のスタッフの教育、学校における 形劇を用いた性暴力予防教育の実施、被害者同
士が集まってのキャンプ等の業務に従事して る
）（（
（
。
捜査支援チームは、被害者からの事情聴取及び調書 作成 証拠採取等の捜査に関する業務 ついて 大田地方警
察庁
（
대
전
 
지
방
 
경
찰
청）
から派遣された女性警察官が二四時間三六五日体制で従事している
）（（
（
。
六六〇
大田センターの特徴として、①医療支援の中心が精神科医であること、②精神科医や臨床心理士等による継続的な
支援を受けることが可能であること、③運営費用が全て公費で賄われているこ
と
）（（
（
などが挙げられる。とりわけ大田セ
ンターにおける性暴力被害者支援について特筆すべきは、精神科医を中心とした継続的な支援を被害者に提供している点にあるといえよう。これに対し、我が国のワンストップ支援及びワンストップ支援センターに関する文献を散見する限り、我が国の性犯罪被害者 する医療支援における中心的存在は産婦人科医であるように思われる。前述した『手引』においても、ワンストップ支援センターの核となる機能とし 、産婦人科医療を挙げてい
る
）（（
（
。いまさらい
うまでもなく、性犯罪被害者に対する初期の医療支援については体液の採取、緊急避妊措置、性感染症検査など産婦人科医の果た 役割が大きい 産婦人科医によるこれらの医療支援については、大田センターにおいても提供されている のである。
一方で継続的な医療支援の場合には、被害者の精神的なケアに対する関与など、精神科医の果たす役割の方が大き
いと考えられよう。前述のとおり大田センター おいては、被害発生後の経過状況に応じた継続的な医療支援を提供しており、 精神科医が被害者の状況を見極めた上で支援の終了時期を判断して る。これに対して我が国においては、前述のと 被害に遭ってから概ね一〜二週程度の急性期の被害者を主な 対象者としており、 『手引』によれば、被害者に対する精神的なケアについては、産婦人科医等から精神科医に紹介することや 臨床心理士等につ ぐことを想定している
）（（
（
。
いまさらいうまでもなく、精神的なケアを必要とする被害者に対しては、精神科医や臨床心理士によるケアが確実
に提供されることが重要であるが、ワンストップ支援という点 鑑みれば 産婦人 による医療支援 提供された場
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所で精神科医や臨床心理士によるケアが提供されることが望ましいようにも思われる。一方で、体液採取や緊急避妊措置が実施された場所に被害者が通い続けるということが、却って被害者に対して苦痛となることも考えられよう。前述のとおり、ワンストップ支援の目的を、被害直後からの総合的な支援を可能な限り一か所で提供することに り、被害者の心身の負担を軽減することに見出すのであれば、精神科医や臨床心理士によるケアが提供される場所が産婦人科医による医療支援が提供された場所と同一の場合と異なる場合の、いずれが の心身の負担を軽減することにつながるか検証する必要 あろう。
現在、韓国国内に一七か所の性犯罪被害者に対するワンストップセンターが存在するが、将来的には六〇か所を設
置する予定であるという
）（（
（
。
おわりに
以上において、我が国における犯罪被害者に対するワンストップ支援の対象拡大について、ニュージーランド及び
韓国の例も踏まえながら見てきたが、残念ながらこれらの国々における犯罪被害者 対するワンストップ支援の運用の詳細については、筆者自身、いまだ調べきれて ない が現状で る。し がって今後の研究としては、ニュージーランド及び韓国においてさ なる調査を進めていきたいと考えている。
またこれらの国々 外 も、アメリカ合衆国
（以下「米国」とする）
も調査対象国として含めたいと考えている。米
国は、ワンストップ支援の元祖ともいえるレイプ・クライシス・センター等による危機介入について四〇年以上の
六六二
歴史を有しており、極めて興味深い研究対象国であると考えている。さらに同国においては、ジョージ・ブッシュ大統領の時代にワンストップ支援センター
（米国では、
O
ne Stop Shop
と呼ばれる傾向にある）
の設立が促進されてい
る。同大統領は、二〇〇三年にファミリー・ジャスティス・センターと呼ばれる施設を設置するための資金として二〇〇〇万ドルを拠出することを発表し
た
）（（
（
。その際に、ベースとなったものがカリフォルニア州サンディエゴにある
ファミリー・ジャスティス・セ ターであっ
た
）（（
（
。同センターは、ファミリーバイオレンスに対する包括的なサービス
を提供する全米初の団体として知られており、二五を超える機関が一か所に集結し おり、それ以外の機関とも連携をとってい
る
）（（
（
。このように同センターは、犯罪被害者に対するワンストップ支援についての一つのモデルになると思
われる
）（（
（
。
これらの前提を踏まえ、今後は右記三か国における犯罪被害者に対する多機関連携及びワンストップ支援サービス
について、①三か国におけ 多機関連携及びワンストップ支援の歴史・経緯
（各国において、いつごろから、何を契機と
して多機関連携及びワンストップ支援が始まったか）
、②多機関連携及びワンストップ支援の必要性
（犯罪被害者に対する多
機関連携及びワンストップ支援の必要性について、各国の研究者及び実務家はど ような見解を有しているか）
、③多機関連携及
びワンストップ支援の形態・内容・関与者
（多機関連携及びワンストップ支援についてどのような形態で実施されているのか。
また多機関連携及びワンストップ支援におい は、誰 、どのような被害 を対象として、どのようなサービスを提供してい のか）
、④多機関連携及びワンストップ支援の効果及び問題点
（これらについて、各国の学者及び実務家はどのような認識を
有しているのか）
、⑤支援対象者の拡大可能性及びその阻害化要因
（我が国においてワンストップ支援を性犯罪被害者以外に
拡大することの可能性やその際に伴う問題点について、考えられる事項）
、⑥ワンストップ支援センターの開設状況
（事実上、
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ワンストップ支援センターとして機能している機関を含め、ワンストップ支援センターがどの程度開設されているか）
、⑦ワンス
トップ支援以外の多機関連携
（犯罪被害者に対する支援として、一か所で提供されていない場合であっても、犯罪被害者に係る
機関においてどのような連携が図られているか）
等を中心に調査を進めていきたいと考えている。
またこれらの国々における例を調査する前提として、我が国における犯罪被害者に対するワンストップ支援及び多
機関連携をめぐる動向について、つぶさに観察することが必要であることは、言を俟たない。
幸い筆者は、科研費 助成 基づく研究に着手したばかりであり、今後研究を発展させ、最終的に、我が国にふさ
わしいワンストップ支援の対象被害者拡大について何らかの提言を行いたいと考える次第である。
（
（）本稿は、二〇一四（平成二六）年度から二〇一六（平成二八）年度にかけての科学研究費補助金基盤研究Ｃ（研究課題名「対象被害者拡大の観点に基づく我が国のワンストップ支援発展の条件 関する実証的 」 ） （研究代表者：千手正治）の研究の一環として位置づけられるものである。
（
2）我が国における性犯罪被害者に対するワンストップ支援に関するものとして、佐々木靜子「被害者支援体制をいかに創るか：連携を求めて」 『被害者学研究』二一号（二〇一一年）一〇一─一一一頁、内閣府『平成二四年版犯罪被害者白書』印刷通販株式会社（二〇一二年）一五─二七頁、内閣府犯罪被害者等施策推進室『性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センター開設・運営の手引：地域におけ 性犯罪・性暴力被害者支援の一層の充実のために』 （
http://w
w
w
（.cao.go.jp/
hanzai/kohyo/shien_tebiki/pdf/zenbun.pdf ） 、藤本哲也「性犯罪被害者のためのワンストップ支援センター」 『戸籍時報』六
九七号（二〇一三年）九五─九八頁、拙稿「我が国における犯罪被害者に対するワンストップ支援に対する一考察：大韓民国における性犯罪被害者に対するワンストップ支援センターを訪問して」 『
JC
C
D
』一一一号（二〇一三年）四六─五八頁等。
（
（）内閣府犯罪被害者等施策推進室・前掲書七頁。
（
4）内閣府犯罪被害者等施策推進室・前掲書八頁。
六六四
（
（）内閣府犯罪被害者等施策推進室・前掲書においては、 「性犯罪・性暴力被害者」という表現が用いられているが、本稿では既に概念として確立されている「性犯罪被害者」という表現で統一した。無論筆者としても、内閣府犯罪被害者等施策推進室・前掲書七頁において指摘され ように、警察で犯罪として扱われたもの以外は支援対象にはならないものと捉えるべきではなく、犯罪被害者に対するワンストップ支援については、警察への被害届等の提出を希望しない犯罪被害者に対しても、提供されるべきであると考える。
（
（）「捜査関連の支援」について、具体的に何を意味するのか つ 明記されていないが、 『内閣府犯罪被害者等施策推進室・前掲書二四頁において「警察 は、医療費の公費負担制度等の警察が行う各種被害者支援施策を的確に実施することにより被害者の身体的・精神的負担を軽減すること、及び証拠の散逸・滅失の防止による 疑 の早期検挙、同種事案の再発防止が求められている。支援者、医師等には性犯罪の潜在化防止 観点から、被害者の状態に配慮しつつも、被害の届出を促すこと 期待される。支援者 医師等が警察に対する届出の意思を確認し、被害者が被害申告を希望する場合、被害に遭った場所を管轄する警察署に連絡を入れ 被害者を 実に警察につなげる。 （中略）具体的な連絡方法、連絡窓口等については、事前に管轄する警察署、警察本部の被害 支援 当課及び性犯罪捜査担当課と取り決め おく必要がある」と記載されている点に鑑みれば、捜査関連の支援と 、①警察によ 各種被害者支援施策を被害者が受けるこ ができるための連絡、②被害者に対する被害届提出の促進等を想定しているもの 考えられ 。
（
（）「法的支援」については、内閣府犯罪被害者等施策推進室・前掲書二一頁において、弁護士・法テラス等が挙げられている。
（
（）内閣府犯罪被害者等施策推進室・前掲書一〇─一四頁。
（
（）
SA
C
H
IC
O
及びハートフルステーション・あいちについて紹介したものとして、小笠原和美「病院を拠点とする性犯罪被
害者支援のための多職種連携」 『警察学論集』六三巻一〇号（二〇一〇年）一一〇─一一六頁、佐々木 前掲論文一〇六─〇七頁、 曽根明文「 『性犯罪被害者対応拠点』 （ハートフルステーション・あいち） 概要について」 『捜査研究』七三〇号（二〇一二年）二〇─三〇頁、内閣府『平成二四年版犯罪被害者白書』一六─一 、内閣府 被害者等施策推進室・前掲書四三─五九頁等。
（
（0）内閣府・前掲白書一六─一七頁によれば、 「
SA
C
H
IC
O
では、支援のコーディネート・相談等は
SA
C
H
IC
O
支援員が担い、
産婦人科医療は、 『阪南中央病院 外来診療』として常勤 女性医師六人がシフトを組んで担当しており、両者が共同事業
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形で、二四時間三六五日対応のワンストップ支援を行っている」と説明されており、警察官や弁護士等は常駐せず、連携関係にあるようである。同様に、ハートフルステーション・あいちについては、 「愛知県 が設置・運営主体となり 支援のコーディネート・相談等を社団法人（現公益社団法人）被害者サポートセンターあいちに、 産婦人科医療を医療法人大雄会に、それぞれ委託して性犯罪被害者へのワンストップ支援を行っている」と説明され おり、 の支援担当警察官は常駐しているものの、 精神科医・カウンセラ や弁護士等については、 「引継」と説明されており、 常駐はしていないようである。
（
（（）「性暴力救援センター・東京」については（
http://m
obilesaq
-en.m
ym
p.jp/ ）参照、 「性暴力救援センター・さが」については、
（
http://w
w
w
.avance.or.jp/m
irai.htm
l ）参照。
（
（2）当該協定については、 「神奈川被害者支援センター」のＨＰ（
http://w
w
w
.kanagaw
a-vsc.or.jp/pdf/sanhujinka_kyoutei.
pdf ）参照。これによれば、神奈川県内六五の医療機関が協力を了承したという。また「相談センター拠点型」もしくは「相
談センターを中心とした連携型」 ワンストップ支援セ ター 例について紹介したものとして、 日本弁護士連合会『性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援セ ターの設置に関する意見書』 （二〇一三年）五頁参照。
（
（（）内閣府犯罪被害者等施策推進室・前掲書七頁。
（
（4）山上皓 「 支援の必要性」 全国被害者支援ネットワーク編集 『犯罪被害者支援必携』 東京法令出版 （二〇〇八年） 七頁。
（
（（）この点について説明したものとして、藤本哲也編『演習ノート刑事政策（第
（0版） 』法学書院（二〇一〇年）一三頁。
（
（（）法務省法務総合研究所編『平成二四年版犯罪白書』日経印刷（二〇一二年）二〇五頁。ただし、 ここでいう「性的事件」とは、「強姦、強制わいせつ、痴漢、セクハラ及びその他不快な行為で、一部、法律上処罰の対象とならない行為を含む」と定義されており、性的事件が必ずしも法律上の性犯罪となるものではないことに注意すべきである。また、被害者を対象とした暗数調査の場合 本人は法律上犯罪となる事件の被害を受けたと感じて るも の、客観的に見れば法律上の犯罪とはならない場合も考えられることに注意すべきであろう。
（
（（）内閣府犯罪被害者等施策推進室・前掲書八頁。
（
（（）関根剛「犯罪被害者支援における関係機関・団体の連携」 『犯罪被害者支援必携』四三頁。
（
（（）法務省法務総合研究所が毎年発行して る『 白書』においては 性犯罪による被害として 強姦及び強制わいせつの認知件数を引用しており、法務省の見解 おける性犯罪とは、強姦及び強制わいせつを意味するものであると考えられる。
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（
20）内閣府犯罪被害者等施策推進室・前掲書一四頁。
（
2（）内閣府『平成二三年版犯罪被害者白書』佐伯印刷
 （二〇一一年）二─六頁
（
22）内閣府『平成二三年版犯罪被害者白書』三頁。
（
2（）関根・前掲論文四三─四七頁。
（
24）犯罪被害者支援に関する調査研究分析評価会議『犯罪被害者支援に関する調査分析結果報告書』 （二〇一〇年） （
 http://
w
w
w
.npa.go.jp/higaisya/higaisya（/houkoku.pdf#
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4頁。
（
2（）内閣府『平成二四年版犯罪被害者白書』一五─一六頁。ここで紹介されている回答の中でも、 「事情を話してから、ここでは適切な支援を受けられないと判明することが多く、苦痛であった」 、 「 『ここで話は聞けない』と言われた、三回電話して、三回とも別の所を紹介すると言われた。しかし、紹介された先 も『別のところへ』とふられた」等の事例は、性犯罪被害者のみに起こりうるものではなく、すべての被害者に起こりうることであるといえよう。
（
2（）ＶＳについては、 （
http://w
w
w
.victim
support.org.nz/ ） 参照。
 またＶＳについて紹介したものとして、冨田信穗「ニュー
ジーランドの被害者政策」 『被害者学研究』九号（一九九九年）六七─八二頁、拙稿「ニュージーランドにおける被害者支援（V
ictim
 Support ）グループ：その概要」 『比較法雑誌』三六巻一号（二〇〇二年）一〇三─一一四頁、同「ニュージーラン
ドにおける犯罪被害者政策：修復的司法な びに被害者支援グループを中心に」日本ニュージーランド学会
=
東北公益文科
大学ニュー 研究所編『 「小さな大国」ニュージーランドの教えるもの：世界と日本を先導した南の理想郷』論創社（二〇一二年）二五二─二六九頁等。
（
2（）筆者は、ニュージーランド南島の都市クライストチャーチにて窃盗被害の経験がある。筆 はその際、クライストチャーチ市内の警察署を訪れたが、警察署内にＶＳ 事務所が設置されてい そして盗犯担当の警察官 の話合終了後、ＶＳ事務所を訪ね、 カウンセリングを受ける機会に恵まれた。その際 筆者自身、 警察署内にＶＳの事務所が設置されている と、いいかえれば警察署を拠点としたワンストップ支援の意義について身をもって感じた次第であった。
（
2（）
V
ictim
 Support, “W
hat W
e D
o, ” （
http://w
w
w
.victim
support.org.nz/get-help/w
hat-w
e-do ）
.
（
2（）韓国におけるワンストップ支援センターについて紹介したものとして、小笠原和美「性暴力犯罪対策に関する考察」 『警察
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学論集』六二巻八号（二〇〇九年）一三三─一四〇頁、
정
 
근
재（宣
　
善花訳） 「韓国の性犯罪被害者支援と今後の課題」 『被
害者 研究 二一号（二〇一一年）一八─二〇頁、内閣府『平成二四年版犯罪被害者白書』一九頁、八木深「韓国司法精神医療視察報告」 『日本精神科病院協会雑誌』 一巻三号（二〇一二年）六二─六三頁、拙稿「我が国における犯罪被害者に対するワンストップ支援に対する一考察：大韓民国における性犯罪被害者に対するワンストップ支援センターを訪問して」等がある。
（
（0）筆者が大田センターを訪問した際に面会した、当該センターのスタッフから受けた説明による。
（
（（）この点に関して、小笠原・前掲論文一三四─一三五頁では、ワンストップ支援センター設置の法的根拠として、 「性暴力犯罪の処罰及び被害者保護等に関する法律」 、 「性売買防止及び被害者保護等に関する法律」 、 「家庭暴力防止及び被害者保護等に関する法律」 、 「学校暴力予防及び対策に関する法律」を挙げている。
（
（2）前述した大田センタースタッフの説明による。同センターでは、性暴力被害を専門とした支援を行っているが、全国的に見れば必ずしも被害支援について同センターのように専門化・細分化する傾向にはないという。
（
（（）前述した大田センタースタッフの説明による。同センターでは、センター長を除き、一三名のスタッフ（警察官を含む）により運営されているという。
（
（4）筆者が大田センターを訪問した際、被害者から加害者の体液を採取するキットや治療室、被害者の休憩室等を見学する機会に恵まれた。
（
（（）前述した大田センタースタッフの説明による。なお被害者に対する支援の終了については、精神科医が判断するという。当該スタッフも、 大田センターにおける医療支援の場合、 中心となるのは産婦人科医ではなく、 精神科医であると述べていた。
（
（（）韓国の場合、性犯罪の被害者については、 「児童・青少年の性保護 関する法律」 （
아
동
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청
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第三〇条ならびに「性暴力犯罪の処罰等 関す 特例法」 （
성
폭
력
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죄
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처
벌
 
등
에
 
관
한
 
특
례
법）第二七条により、法律上
国選弁護人による支援を受けることができる。
（
（（）前述した大田センタースタッフ 説明による。なお精神的なケアについては、被害直後の診察や薬の処方などの初期の治療は精神科医が行い、その後の継続的なケアについては主として臨床心理士が行う いう。
（
（（）前述した大田センタース ッフの説明による。
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（
（（）
대
전
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원
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자 O
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지
원
센
터」 、ならび
に大田センタースタッフの説明による。なお性暴力被害者が被害届を提出せず、当該センターでの相談のみを希望する場合には、捜査支援は対象とならないが、そのような場合であっても、その他の支援については受けることができるという。
（
40）我が国におけるワンストップ支援センターの資金的な問題について言及したものとして、小笠原和美「病院を拠点とする性犯罪被害者支援のための多職種連携」一一六頁、曽根・前掲論文二八─二九頁等。
（
4（）内閣府犯罪被害者等施策推進室・前掲書九─一〇頁。
（
42）内閣府犯罪被害者等施策推進室・前掲書二〇頁
（
4（）前述した大田センタースタッフの説明による。なお当該スタッフの話によれば、このようなワンストップセンターの増設は朴
パク
槿ク
惠ネ
韓国大統領のイニシアチブによるものであると指摘する。
（
44）
U
nited States D
epartm
ent of Justice: O
ffi
ce on V
iolence against W
om
en, “T
he P
resident ’s F
am
ily Justice C
enter Initiative: 
B
est P
ractices. ” （
http://w
w
w
.justice.gov/archive/ovw
/docs/fam
ily_justice_center_overview
_（2_0（.pdf#
search=
’T
he+
P
res
ident%
E
2%
（0%
（（s+
F
am
ily+
Justice+
C
enter+
Initiative+
justice ’）
. 
（
4（）
Ibid.,  同文書においては、 「サンディエゴ・ファミリー・ジャスティス・センターは、包括的な被害者サービス及び支援セ
ンターの、国内及び国際的なモデルとして称賛されている」と指摘されている。
（
4（）
San D
iego F
am
ily Justice C
enter, （
http://w
w
w
.sandiego.gov/sandiegofam
ilyjusticecenter/ ）
.
（
4（）もっとも筆者が二〇一四年九月八─一〇日にかけて米国カリフォルニア州における犯罪被害者に係る研究者及び支援団体に対して実施した面接調査においては、サンディエゴのファミリー・ジャスティス・センター ワンストップ支援センターの形態による被害者支援は、必ずしも全米におい 一般的ではなく、一部の都市部において み見られるとの指摘あった。同調査においては、とりわけ地方においてワンストップ支援センター 設置が困難な理由として、①ワンストップ支援センターを設立するため 財政的基盤、②面積の広いカウンティ ワンストップ支援センターを設置 た場合、犯罪害者が当該ワンストップ支援センターに出向くために相当な時間がかかってしまうこと、③面積の広 カウンティにワンストップ支援センターを設置した場合、これまでカウンティ内に点在していた犯罪被害者支援関連機関が一か所に集中することになり、犯罪被害者支援関連機関が存在しない空白地が出来てしまう可能性があること等が挙げられた。また同調査では、
六六九
我が国における犯罪被害者に対するワンストップ支援の対象拡大に関する一考察
（千手）
ワンストップ支援センターそのものの設立に反対する意見もあり、その理由として、①様々な機関が一か所に集まることで、被害者に関する情報の漏洩が起こる可能性があること、②他の機関から被害者に対 圧力がかけられる可能性があること等が挙げられた。とりわけ警察などの法執行機関と空間を同じくすることについて、危惧する声 強かった。その理由としては、法執行機関は元来犯罪捜査を行う機関であり、その必要性のために被害者に協力を求めることが、時として被害者に対する事実上の圧力になり、被害者支援を阻害することになる可能 があるというも であった。した って、米国におけるワンストップ支援について考察する際には、これらの現状及び指摘も踏まえ 必要があろう。
（常磐大学准教授）
